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＜要　旨＞

本研究は、1980年代に確立されたイギリスの国家と大学の「契約上の

関係」がどのように変化しているのかを、大学の目標・計画の文脈から

分析した。対象期間は、1990年後半から2003年までである。研究方法は、

国家側と大学側の双方における文献収集と電子メールによるインタビュ

ーを適用した。

本研究の結論として、1980年代に確立された国と大学の関係は、戦

略・法人計画の文脈において現在も有効であることが明らかにされた。

さらにNeaveによる大学の私的定義（大学が自らその目的や機能を定義

すること）と公的定義（国や社会が大学の目的や機能を定義すること）

の概念を発展させ、現在の国と大学の関係を以下のように特徴づけた。

１．1990年後半から2003年に実施された戦略・法人計画の改革は、大学

の公的定義の範囲内の変化にとどまり、大学は公的定義の枠組みの

中で独自の私的定義を発揮するように求められている。

２．戦略・法人計画の改革により、より徹底したアカウンタビリティが

追求されたが、これは大学自治を侵害するものではなく共存するも

のと見なせる。

３．国と大学の関係は、戦略・法人計画の文脈において対立構造という

より、むしろ契約的関係に基づいた両者の協力体制により説明できる。

１．イギリスの国家と大学の関係の視座

イギリスの国家と大学の関係を調べるには、高等教育財政カウンシル

［HEFCE（Higher Education Funding Council for England）］の役割を分
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析することが有効であると考えられる。なぜならば、財政カウンシルは従

来国家と大学の中間地点に位置づけられ、両者の交渉の場となっていたか

らである。

財政カウンシルの役割の変化を歴史的に分析した研究に、Salter &

Tapper(1995) やNeave(1988)がある。Salter & Tapperは財政カウンシルの

役割の歴史的転換時期を1980年代中期と捉え、1980年以前の財政カウンシ

ルの役割を「緩衝」（buffer）と考える。つまり当時の財政カウンシル

［UGC（University Grants Committee）］1）は政府の大学への介入を防ぎ、

大学自治を保護する役割を担っていたと解釈されている。それに反し、

1980年以後の財政カウンシルは政府の政策を大学に反映させるための政府

機関の「企画エージェンシー」（planning agency）とみなしている。財政

カウンシルの企画エージェンシー化は、UGC体制の末期にすでに見られた。

Neaveも同様に1980年以前の財政カウンシルの役割を緩衝と解釈し、財

政カウンシルは国家と大学の交渉の場であったとしている。そこでは国と

大学の関係は制度化されたものというよりも、むしろインフォーマルで

「信頼と信用」（trust and confidence）に基づいていたと説明されている。

Neaveの解釈によれば、1980年以後、財政カウンシルは国の政策を反映さ

せるエージェンシーの役割を果たすようになった。これまでの両者間の信

頼と信用に基づいた関係は崩れ、フォーマルな契約上の関係が確立するに

至ったと考える。契約上の関係では、国の「外部規範」（external norms）

と大学の「内部規範」（internal norms）の「再交渉」（re-negotiation）が

鍵となる。大学自治は大学が国の外部規範内を遵守することを前提に発揮

することができるとしている。

それでは大学自治は1980年以降衰退したのであろうか。Salter &

TapperやNeaveは、大学自治は衰退したというよりも、意味が変化したと

解釈する方が適切であろうとしている。新しい大学自治は、従来型の大学

の外圧からの護身的なイデオロギーではなく、国や社会が規定する外部規

範を受け入れ、それと大学内部規範との調和や妥協を計った上で発揮され

るべきものなのである2）。

本研究では、伝統型の大学自治を重視した、従来のブロック・グラント

（block grant）3）方式財政配分の適用や、1992年以前に設立した大学を対象

とした従来のチャーター方式の採用等、イギリスの伝統的な大学自治を象

徴したシステムが、現在においても見受けられることから、Salter &

TapperやNeaveの解釈は妥当であると考える。本研究は、1980年代に確立
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された国と大学の関係がどのように変化しているのかに焦点を当てる。分

析対象期間は、1990年後半から2003年までである。本研究の目的は、イギ

リスの国家と大学の関係を、戦略・法人計画の文脈から実証的に分析し明

確にすることにある。

本研究の意義は、Salter & TapperやNeaveの研究に戦略・法人計画の

文脈において最新のデータを加えて発展させるところにある。また、イギ

リスにおける国家と大学の関係の現状分析は、2004年度から法人化される

日本の国立大学と国家の関係に示唆を与えるものであると考えられる。

本研究の課題は、1990年代後半以後の戦略・法人計画の文脈における国

家と大学の関係であるが、その分析の前に、その前提となる戦略・法人計

画の歴史的経緯を（a）HEFCE体制以前と（b）HEFCE体制の２期に分け

て要約する。後者のHEFCE体制においては、本研究の分析対象期間とな

っている1990年代後半に焦点を当てる。

1.1 HEFCE体制（1992）以前
戦略的思考がイギリス高等教育システムに導入されたのはおそらく1980

年代であろう。1980年前半、国の高等教育財政の伸び悩みが深刻となり、

そのため1980年中期には財政カウンシルが大学に戦略的に財政を配分し始

めた（Williams, 1997; Yokoyama, 2003）。それに伴い、大学の経済的効率

性と、それを考慮に入れた大学の管理運営のあり方が問われるようになっ

た。経済的効率性を求めた管理運営のあり方が政治レベルで真剣に議論さ

れるきっかけとなった当時の象徴的文献に、大学学長協会（The Commit-

tee of Vice-Chancellors and Principals of the Universities of the United

Kingdom）によって出版されたJarratt Report（1985）がある。この報告

書は、大学の目標・計画の文脈において、財政と結びついた戦略的な意志

決定、長期目標の重要性の強調、学長の最高執行者（Chief Executive）と

しての役割の明確化や、学外者の意志決定機関への参加等、ガバナンスの

あり方について斬新的な提言をしている点で重要であった。またJarratt

Reportを受けて、当時の教育大臣が審議会を召集し、その報告書を国会に

提出したCroham Report がある（DfES, 1987）。報告書の提言には『財政

上のメモランダム』に基づいた政府と財政カウンシルの関係の確立、財政

カウンシルと大学の財政上の関係の明確化を計ること、財政カウンシルの

大学からの情報収集に関する権限を高めること、年次財務監査申告書

（annual audited financial statement）を会計実務の標準規格（the
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Standard of Recommended Accounting Practice）の複写と共に提出する

こと等を提言している。Jarratt ReportとCroham Reportが提言した事項

のほとんどが、1990年代、イギリス高等教育に定着した。

1.2 HEFCE体制（1992-）
アカウンタビリティ、グッド・プラクティス、健全な財務運営のモニタ

リング等のキーワードに象徴された、財政カウンシルの戦略・法人計画に

関する基本政策原則は、この研究の分析対象期間中、変わることなく一貫

している。しかし財政カウンシルの具体的政策実践は、提出書類や提出方

法等が大幅に変更されている。具体的には、1998年と2002年に改革が行わ

れた。

1998年以前、大学は「戦略計画」（strategic plan）を毎年提出すること

になっていた。戦略計画は財務的展望と不動産データと共に毎年春に、高

等教育機関が財政カウンシルに提出するように求められていた計画であ

る。その目的は、財政カウンシルによれば「大学の健全な財務上の運営を

モニタリングし、大学の必要事項を文部技術省に財政カウンシルのアドバ

イスとして報告するため」であった（HEFCE, 1998）。

1998年の戦略・法人計画の改革は、財政カウンシルによるConsultation

（1998）を契機とする。従来毎年提出していた戦略計画は、1999年より大

学の負担の軽減を計るため、３年毎に提出する法人計画（corporate plan）

となる（HEFCE, 1998; HEFCE, 1999）。戦略計画から法人計画への用語の

変化を財政カウンシルは、「（大学の負担を）軽減し、かつ数値目標を強調

した形」へと従来の戦略計画のアプローチを変更したためと説明している

（HEFCE, 1998）。簡易化された法人計画の特徴は、財政面を重点化してい

ることと、長期目標（5-10年）を設定することの２点である。財政カウン

シルは法人計画への介入を、「大学の戦略目標を支援するため」と正当化

している（HEFCE, 2000a）。法人計画には大学の置かれている状況の全般

的な見直しと計画の指針が含まれる。この計画作成に特定の書式は求めら

れない。法人計画には以下の７点が含まれる（財政カウンシルへのインタ

ビュー、2003年12月）。

－当該機関のミッション・ビジョン

－当該機関に影響を及ぼしうる内外的要因とそれらへの対処方策

－当該機関の現在の戦略的位置づけ
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－長期目標

－主な目標

－財務上の戦略

－目標達成のための主な提案と関連する測定可能な到達目標

法人計画提出上の簡易化に伴い、大学は『年次事業計画書』（annual

operating statement）と短期・中期目標を中心とした『財務的展望』を

1999年より毎年提出することとなる。年次事業計画書は、個々の大学機関

の主要領域の達成状況、次年度の戦略的優先事項を考慮に入れた主な運営

上の目標設定が含まれる（書式例はHEFCE、2001bのAnnex Aを参考）。

2002年の戦略・法人計画の改革は年次事業計画書の廃止と、その代替と

して毎年提出する『年次モニタリング申告書』（annual monitoring state-

ment）と『法人計画申告書』（corporate planning statement） の導入で

ある（詳しくはHEFCE, 2003a を参考）。この改革を進めた理由は、財政

カウンシルによれば、特別会計（special funding）の増大によりアカウン

タビリティの重要性が増したことと、より包括的な戦略的な計画への関心

が財政カウンシル内で強まったことの２点である（財政カウンシルへのイ

ンタビュー、2003年12月）。年次モニタリング申告書は大学の財政カウン

シルの特別会計の用途と人種的平等施策（race equality work）を示した

ものである。一方、法人計画申告書は、大学のミッション、戦略的目標、

戦略的優先事項（strategic priorities）の現状報告書である。法人計画申

告書については、一定の書式は存在しないが、以下の６項目を報告をする

こととなっている（HEFCE, 2003a, p. 5）。

－管理運営

－新しい学術的発展

－研究

－不動産

－地域活動

－国際的活動

３年ごとに大学機関が財政カウンシルに提出する法人計画と毎年提出す

る財務的展望については変更がない。現行では、毎年提出する法人計画申

告書と、３年ごとに提出する法人計画の２種類の計画書がある。後者の長
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期法人計画は現在、法人計画導入の第二期（2001年７月－2004年７月）を

迎えている4）。なお、用語についてであるが、戦略計画と法人計画は前述

した1999年の戦略計画から法人計画への提出文書名の変化を除き、厳密な

区別はなく、しばしば同義語として使用されている5）。

２．理論的背景

Neave（1998）は、大学を「私的定義」（private definition）と「公的定

義」（public definition）の相反する概念を使用し説明している。私的定義

は、大学が自らその目的や機能を定義することを基本とする。この私的定

義の中心的概念は、大学独自の決定権にある。それは力点が大学機関にあ

るという点において、大学機関の自治（institutional autnomy）に関連づ

けることもできる。また歴史的に大学機関の自治が学問の自由（academic

freedom）としばしば結びつけて考えられてきたことから、私的定義は学

問の自由とも関連づけて考えられるだろう。

公的定義では、国や社会が大学の目的や機能を定義する。そのため、大

学の公的定義は政府、地方共同体、利益集団等の学外者の要求と密接に関

連している。公的定義はしばしば、大学のグローバル経済の変化への対応

といったような国の経済的役割を含まれる。ブレア首相の「大学は、もは

や教育の機会均等だけを考慮に入れればよいのではありません。大学は、

イギリス経済の将来を担う非常に重要な役割を果たしているのです」6）と

いう言説（2003）は、政府による大学の定義づけの一例である。

それでは私的定義と公的定義はどのように関わっているのであろうか。

Neaveは「境界線」（boundary）の概念を導入し、２つの定義の関係を明

らかにしている。境界線は2つの定義の対照を表わし、境界線の移動は両

定義のバランスの変化を示す。境界線の位置づけは異なった高等教育シス

テムにより、また時代と共に変化する。

Neaveの定義づけはイギリス国家と大学の関係を概念化するのに有効で

あると思われる。この定義によると1980年以前のイギリス国家と大学の関

係は、大学の私的定義の概念を利用し理解できる。つまり、大学はその目

的や機能を自ら設定できる立場にあり、外部環境と大学環境は遮断されて

いた。大学は「象牙の塔」であり、財政カウンシルが外圧の防波堤となっ

ていた。1980年以後は、私的定義と公的定義の境界線が公的定義側に移動

する。国と大学の関係は公的定義により理解され、国や社会が大学の目的
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や機能を定義するようになる。そこでは財政カウンシルは国の政策を大学

に伝える媒体役を果たす。財政カウンシルは大学が国の政策に相反する行

為をした場合は、財政的制裁措置をとることができる。

Neaveの私的・公的定義の概念を使用した国家と大学の関係は、1990年

後半以後も有効であると思われる。この研究はNeaveの概念を発展させ、

現イギリス高等教育の文脈は、下記のように特徴づけられると仮定した。

－大学の公的定義内で発揮される私的定義

－アカウンタビリティと大学自治の共存

－国と大学の契約的関係に基づいた協力体制の確立

法人計画の文脈における上記の特徴の有用性を、以下の方法を適用し明

らかにする。

３．研究方法

3.1 調査の概要
データ収集分析は国家側と大学側の双方から行ない、両者の関係を分析

した。国家側としては、イギリス高等教育財政カウンシル（Higher Edu-

cation Funding Council for England）が国と大学の関係において重要な役

割を果しているという観点から、財政カウンシルの以下の２点を分析項目

とした7）。

－戦略・法人計画に関する財政カウンシルの大学への拘束力の変化

－戦略・法人計画と財政カウンシルの財政配分との関係

大学側としてはサリー大学を選択した。選択の理由は、この大学が2000

年に新しい戦略計画を導入したことと、財政カウンシルがStrategic Plan-

ning in Higher Education（2000b）を作成する際に戦略計画グループ検討

メンバーとして協力した経緯から、財政カウンシルの戦略法人計画に関す

る政策の変化に機敏であると思われたからであった。また、サリー大学は

インターネット等を含めた情報公開の方針と管理運営の透明化に努めてお

り（Yokoyama, forthcoming）、情報提供に協力的であったためである。



80

3.2 データ収集
本研究のデータ収集方法は文献収集と電子メールによるインタビューの

２種類を適用した。この２種類のデータ収集方法の適用理由としては、時

間的制約と過去と現在双方の分析を可能とする分析上の柔軟性にある。文

献は財政カウンシルとサリー大学の出版物を主とした。インタビューはイ

ギリス高等教育財政カウンシルの戦略法人計画の担当者と、サリー大学の

戦略計画課長におこなった。インタビューは閉鎖型質問を基本とした。質

問内容は、戦略・法人計画の変更事項とその背景と影響、そしてそれに関

連する国と大学の関係の変化に関するものに絞った。インタビューは、文

献分析では得られない部分を補完するデータとして使用した。

４．研究結果

国家と大学の関係からみた法人計画提出の意義は、主として大学のイギ

リス高等教育財政カウンシル、政府、そして納税者に対する財政上のアカ

ウンタビリティと成果重視のマネジメント（performance management）

にある。「グッド・プラクティス」、「健全な財政運営のためのチェック」、

「進歩状況のモニタリング」（monitoring progress）、「優れたマネジメント」

（good management）等の財政上のアカウンタビリティや成果重視のマネ

ジメントに関連した用語は、財政カウンシルの戦略・法人計画に関する出

版物に一貫して見られる。財政カウンシルの出版物の中で、これらの概念

や論理の主要な変化は過去５年間見受けられない。これは、1990年後半か

らの戦略・法人計画の手続きや方法の変化が、財政カウンシルの法人計画

提出に関する政策理念の変化ではないことを示唆している。むしろ、大学

の負担軽減といったプラクティカルな意味合いと、より厳密なアカウンタ

ビリティの追求と解釈した方がよい。

それでは、1990年後半からの戦略・法人計画の手続きや方法の変化は、

国と大学、あるいは財政カウンシルと大学の関係にどの様な影響を及ぼし

ているのだろうか。戦略・法人計画に関係した財政カウンシルの大学への

拘束力の変化と、戦略・法人計画と財政との関わりの２点から分析し解釈

してみる。

4.1 拘束力の変化
拘束力の変化は年間提出する申告書にみられ、法人計画にはほとんどみ
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られない。2002年の年次モニタリング申告書の導入の理由は法人計画の簡

易化にあったが、評価と制裁措置を伴った申告書の導入は、国の大学への

実質的な影響力が目標計画の領域において次第に強まってきていることを

示唆している。財政カウンシルは年次モニタリング申告書を、大学が達成

目標に向かって活動しているかどうかを評価するために使用することを

2003年に明言している。以下は財政カウンシルから出版されたAnnual

Moni-toring Statements, Corporate Planning Statements and Financial

Fore-casts 2003 からの引用である。

私たち［財政カウンシル］は、年次モニタリング申告書を、大学が計

画した活動についての評価と、大学が到達目標に向けて活動している

ことを示すプロセスの評価に用いる。（HEFCE, 2003a、p.14）

また、財政カウンシルは評価基準に達していない機関に対し行なう処置

として、以下の３点を公言している。

a. 財政配分の１年目において、［財政カウンシルに申告された］活動

が行なわれていない場合や［申告通りの］過程を経ていない場合、

我々は大学にどのようにして計画に立ち戻るかを示す補助的活動計

画書の提出を求める。

b. 財政配分の２年目において大学が当初計画した活動（つまり、前年

度計画あるいは当該年度の年次計画）を実施していない場合、私た

ちは資金配分額を再検討し、関連したプログラムへの資金配分を凍

結することがある。また私たちは、大学の標準助成金から既に支払

われた追加配付金を調整する権利を保留する。

c. 大学はその経験より、（計画した）活動や到達目標に関連したアプ

ローチを変更したい場合、または変更した計画について［財政カウ

ンシルと］交渉したい場合、年次モニタリング申告書の中にその意

向を伝えることができる。しかし私たちは、大学が到達目標への進

捗状況を明確に提示することを期待する。そうでない場合は、配分

金を縮小もしくは凍結することになる。（HEFCE, 2003a、pp. 14-15）

こうした財政カウンシルの動きにもかかわらず、現場のある大学教員に

よると、大学関係者は、財政カウンシルのこれらの変更を含め、財政カウ
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ンシルの計画目標への関与を批判してはいない（非公式インタビュー、

2003 年12月）。この点に関して、おそらく次の２つの解釈が可能であろう。

第一に、大学は国と『財政上のメモランダム』による契約的な関係にあり、

また情報提供や財政上のアカウンタビリティの義務があることが既に定着

しているからである（1992継続高等教育法参照）。

第二に、財政カウンシルの、年次モニタリング申告書以外の他の目標・

計画の扱いについては、大学の自主性が大幅に認められているからである。

例えば、財政カウンシルは法人計画内の戦略内容は大学の恣意に任してい

る。

私たちは戦略内容を［大学に対し］押し付けるのではなく、大学がこ

の枠組内で独自の書類作成をすることを期待する。（HEFCE, 1998）

また、財政カウンシルは大学機関に赴向き、法人計画について話し合う

ことがあるが、提出された法人計画に基づいて、大学機関のパフォーマン

ス評価をすることは少なくとも形式上ない。

．．．［財政カウンシルが大学の戦略・法人計画にそって機関の成果を

評価することは］公式的にはありません。ただ自由裁量の資金配分を

検討する際、大学の成果を考慮に入れることはありますが。（財政カ

ウンシルへのインタビュー、2003年12月）

さらに、財政カウンシルによって戦略計画ハンドブックが出版されてい

るが、ハンドブックの利用は高等教育機関の自由にまかせられている。こ

のハンドブックの拘束力は全くない。

．．．私たちは、［戦略・法人計画に関連した］申請書類について、［内

容や形式等を］押し付けることはしない。ハンドブックの内容は強制

的ではないため、自動的に高等教育機関に配布されるものではない。

（HEFCE, 2000a）

財政カウンシルの戦略計画ハンドブック作成に対する、大学の反応はむ

しろ好意的である。財政カウンシルの調査によれば、84パーセントの機関

がハンドブックの作成に賛同している（HEFCE, 2000c, p.5）。
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4.2 戦略・法人計画と財政との関わり
目標計画と財政カウンシルの財政配分との密接な関わりがみられるのは

年次モニタリング申告書においてである。法人計画は財政配分と連動して

いない。

年次モニタリング申告書では、財政カウンシルは達成目標に関する情報

に加え、特別会計に関連した活動内容についての情報を提供することにし

ている。特別会計に関連した活動内容とは以下の５点であり、財政カウン

シルはこれらの活動の達成度の現状報告を大学に求めている。

－さまざまな背景を持った学生の高等教育への参加

－学習と教育

－ビジネスとコミュニティ

－教職員の報酬と開発

－人種的平等 （財政カウンシルへのインタビュー、2003年12月）

この５領域は財政カウンシルの優先領域（参照: HEFCE, 1999）と一致

し、目標・計画における国の政策の反映の１例となっている。

特別会計に関しては、財政カウンシルは2003-04年度に、総額４億5100

万ポンドを特別会計に投入し、その中の２億1700万ポンドを戦略的経費と

して大学に配分した（HEFCE, 2003b、p.17）。各大学への特別会計の配分

基準については、財政カウンシルは各大学から提出された特別会計の実施

計画に基づいていると答えてはいるが明らかではない。（財政カウンシル

へのインタビュー、 2003年12月）。

以上、前述した拘束力の変化と財政との関わりを考慮に入れ、法人計画

の大学の自治へのインプリケーションを考える。前述した論点を国の大学

自治への侵害と解釈できる。しかし、財政カウンシルの戦略・法人計画に

関する資料や出版物には “not prescriptive” という用語を多用し、財政カ

ウンシルは目標・計画関連書類への内容関与は行なわないことを強調し、

大学自治を侵害しない姿勢を示唆している。財政カウンシルは法人計画に

関する情報収集の目的を、財政カウンシルの施策を知らしめ、高等教育の

必要と発展に関する事項を主務大臣に勧告するためであると正当化してい

る（HEFCE, 2001a, p. 6）。また大学に対しては、高等教育システム内で見

られるグッド・プラクティスの具体例を提示しアドバイスするために、提
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出された戦略・法人計画を使用するとしている。

前述した特別会計と関連させた優先分野の設定を、一概に国の高等教育

の統制化と結論づけることは難しい。確かに、知識型経済やグローバリゼ

ーションのもたらす競争的環境を意識した国の経済・人的資本対策は優先

分野の選定の基盤となり、各大学の戦略・法人計画の設定に影響を与えて

いると言えよう。しかし、新労働党政府は一方で大学独自の目標・計画設

定を、高等教育の多様性を強調しながら奨励している。例えば、新労働党

政府の2003年高等教育白書『高等教育の将来』は、大学独自のミッション

設定を以下のように強調している。

政府が高等教育の主要な資金提供者であり続けることには変わりない

が、各大学が独自のミッションやそのミッションに必要な財源を選択

することができる財政体制へ移行し、また高等教育システムが各機関

の独自のミッションを認識し、そのミッションの多様性を称賛する必

要がある。（DfES, 2003, p. 20）

国の優先領域の設定と各大学独自の目標・計画の関係は、国と大学の関

係を分析する上で重要な点である。しかし、この点はまだ明らかにされて

いない今後の課題である。財政カウンシルは、特別会計に連動させた優先

分野について大学がどのように取り組んでいるのか、また大学独自の優先

分野との関連性について次のように述べている。

……しかし私たちは、財政カウンシルの特別会計が支えている活動に

関してとりわけ関心があり、大学がどのように私たちの優先領域に取

り組んでいるのかを理解したい。また私たちは、［財政カウンシルの

優先領域と関係した］大学の優先領域の設定や、それらの関連性を把

握したい。なぜなら、関連した補助金配分の決定に反映させたいから

である。（HEFCE, 2001a, p. 6）

分析視点を国側から大学側へ移してみる。大学側の戦略・法人計画への

反応については、大学が財政カウンシルへの目標・計画の提出義務に対し、

何らかの抗議をしたという事実は少ない。サリー大学の例を取ると、財政

カウンシルの目標・計画への介入を肯定的に捉えていることがわかる。戦

略計画のハンドブックの文脈を例にとってみる。サリー大学は財政カウン
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シルの戦略計画のハンドブック作成に好意的であり、それを財政カウンシ

ルの大学自治への不当な侵害とは受け取っていないことがわかる。

財政カウンシルの戦略計画ハンドブック、それ自体はこの大学の自治

に影響を及ぼしてはいないし、それが大学の自治を保護していること

も無論ありません。財政カウンシルが大学の戦略を承認するという制

度自体は明らかに、カウンシルが大学の自治に介入できる可能性を示

しています。ですが、大学が国の財源を受けていることを考慮に入れ

れば（サリー大学は他大学と比べ国の財政補助にそれほど頼っていま

せんが）、これは理にかなったことと言えるでしょう。しかし、もし

財政カウンシルが現行の具体的施策を変化させ、うまく運営されてい

る大学の戦略的方向性に介入し始めたら、私たちは危惧を感じるでし

ょう。（サリー大学へのインタビュー、 2003年12月）

さらにサリー大学は、戦略計画のハンドブックが国から強制されたもの

ではなく、国と大学の必要性を考慮に入れ作成されたものであると考えて

いる（サリー大学へのインタビュー、2003年12月）。このように財政カウ

ンシルのガイドラインの重要性を認めつつ、サリー大学は独自の将来像を

もち、その将来像へ到達するために必要であると確信するプロセスが、結

局は戦略計画を決定づけているとして、各機関の独自性が重要であると強

調している。こうしたサリー大学によるインタビューの答えは、大学は独

自の戦略的構想を練るのにかなりの自由度が与えられていることを示唆し

ている。

５．結論

本研究は、Neaveの私的・公的定義の概念を発展させ、1990年後半の戦

略・法人計画の文脈において、国と大学の関係は以下の３点に特徴づけら

れることを実証した。

（1）大学の公的定義内で発揮される私的定義

（2）アカウンタビリティと大学自治の共存

（3）国と大学の契約的関係に基づいた協力体制の確立
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第一に、1990年代後半から2003年の戦略・法人計画に関する変更は、大

学の公的定義の範囲内で起こっており、私的定義へ境界線が移動している

のではないと解釈できる。少なくとも、大学が国の設定した優先事項に対

して抗議したり、あるいは軽視したり、独自の戦略的優先事項のみを追求

したという事実はあまり聞かない。しかし私的定義は消滅したのではなく、

国と大学の『財政上のメモランダム』に基づいた契約関係内において、大

学はその独自性や自主性を発揮するように求められている。2003年高等教

育白書で強調させているように、ミッションを含めた各大学の独自性の尊

重と高等教育システムの多様性は新労働党政権が強調している点であり、

財政カウンシルもその政策に賛同している。

第二に、アカウンタビリティと大学自治の概念は相反するものではなく、

むしろ共存可能な概念である。戦略・法人計画の改革の一つの理由は、よ

り徹底したアカウンタビリティの追求であったが、それにより大学自治が

消滅した事実はない。財政カウンシルは各大学の戦略内容に干渉しない方

策を適用し、大学の自治や自主性を重視している。またサリー大学へのイ

ンタビューは、大学は財政カウンシルの戦略・法人計画への介入を大学自

治への侵害とは解釈していないことを示唆していた。

第三に、戦略・法人計画の文脈において、国と大学の関係は対立構造と

いうより、むしろ両者の協力体制により説明できる。国と大学の対立構造

は、年次モニタリング申告書によって財政カウンシルが大学に対してその

財政的拘束を強めた際にさえ、ほとんど見られなかった。サリー大学のイ

ンタビューに見られたように大学は財政カウンシルにむしろ協力的であ

る。

以上が本研究で得られた成果であるが、財源配分方法の変更が大学の戦

略方針や戦略目的の達成にどのように、またどれほど影響を及ぼすのかに

ついては、さらなる調査分析が必要であろう。これらは今後の研究課題と

したい。
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注

1）UGCはHEFCEの前身である。財政カウンシルは、University Grants

Committee（1919-1989）時代、Uuniversity Funding Council（1988-1992）時

代、Higher Education Funding Councils（1992-）時代と３回の歴史的変容を

遂げている。

2）内部規範と外部規範の葛藤を大学機関内レベルで分析した数々の研究がなさ

れている。これらの研究は主として、民間的経営手法を取り入れたニューマネ

ジェリアリズム（New Managerialism）と伝統的な大学人を主体としたガバ

ナンスや同僚主義（Colleagiality）の相反する２つの軸から捕らえている（参

照: Deem、2002a and 2002b）。しかし、この研究では、国と大学の関係を調

べるという研究目的から、政策レベルに視点をおいた。

3）ブロック・グラントとは、財政カウンシルから大学へ項目別区分なく配分さ

れる財政配分法である。それには教育、研究、その他関連した活動が含まれる

が、特別会計は対象外である。

4）第一期（1999-2001）の法人計画の分析はHEFCE （2001a）01/71に詳しい。

5）「戦略」の定義についてはMacNay（2002）が有用である。また「戦略的思考

法」を含め、様々な国の戦略的計画の適用状況については池田が言及している

（2002、63-64頁）。

6）この文はBatyの引用文から引証した（Baty, 2003）。

7）財政カウンシルの戦略/計画に関する最近の重要文献は、以下のウェブアドレ

スから入手できる。http://www.hefce.ac.uk/
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